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外食･中食産業の米需要

〔要　　　旨〕

１　｢食の外部化｣の進展により，今や主食用米需要の３割弱を外食･中食産業が占める状況
となり，今後も増加するものと予想される。

２　2002年の主食用米需要量は，農林水産省推計で886万トン，うち外食･中食産業の需要量
は253万トンである。金額ベースでは，外食産業で１兆円弱，中食産業で２～３千億円程
度の米の仕入購入規模になるものと推計される。

３　日本フードサービス協会（以下JFと略記）調査によれば，外食産業の内外部経営環境は
厳しく，仕入先の見直し等の効率化が行われている。中食産業も同様の傾向にあるものと
言える。ちなみに，外食産業の売上高に占める米仕入高の比率は3.9％，中食産業では
7.0％と推計され，単一仕入品目としては，巨大なものとなる。

４　外食･中食産業の米の仕入先は，食糧庁，JF，日本惣菜協会の各調査に共通して，農協
系統外の専門流通業者（米穀卸･小売）からの仕入が８割程度となっている。
この理由は，専門性のほかに，外食･中食産業の少量多頻度配送要求への対応力も影響

しているものと考えられる。また，大手企業では，農協系統仕入がある場合も｢農協集荷
の自主流通米｣を仕入れるとの意識は弱く，全農･経済連に対する仕入チャネルとしての評
価が大きな要素となっている。

５　米仕入の際の判断基準は，産地･品種を除けば，①品質･食味の良さ，②その安定，③価
格の順となる。今後の方向として，①検査米，②トレーサビリティ確保，③無洗米，のニ
ーズが強い。

６　食糧庁調査（03年５月）では，米を仕入れる際に｢産地・品種指定｣する事業者は56.5％
で，指定内容は，①｢県単位｣７割強，②｢農協単位｣，③｢市町村単位｣各１割強。単品で仕
入れる事業者は，仕入内容回答者の７割強，ブレンド仕入は同５割強。単品仕入の品種は，
①コシヒカリ（５割弱），②ひとめぼれ，③あきたこまち，ヒノヒカリ（各１割強）。｢産地
のアピール｣は全体の３割弱。

７　外国産米は95～02年度にMA米として525万（玄米）トン輸入され，うちSBS輸入66万
トン中50万トンが主食用に用いられた。MA枠外輸入は594実トンあり，用途には外食産
業（広義）が含まれている（農水省）。
大手外食･中食企業は，①品質，②消費者意識等から｢現在仕入れておらず，今のところ

全く考えていない｣が，これらの問題が解消されれば検討するとのスタンスが多い。



米の国内需要は，当然のことながら家庭

内で炊飯･消費される主食用米がその大宗

を占めている。

一方，「食の外部化」と呼ばれる，食の

社会的背景やライフスタイルの変化等を受

けた外食産業（イート･イン＝店内飲食）や

中食産業（テイク･アウト＝持ち帰り飲食等）

の興隆に伴い，そこで費消される主食用米

も増加し，今や主食用米需要の３割弱を占

めるまでに至っている。

さらに，この内側には相対的にはまだ少

量ながら冷凍米飯を中心とする加工米飯の

形態での米消費もあり，これらの業務用実

需者の米の需要動向は，主食用米の需要動

向を占うのに避けては通れないものとなっ

ている。

こうしたなかで，米の制度改革が企図さ

れ，集荷・流通分野に関しては「消費と生

産の距離を縮め，市場の変化に迅速に対応

できるよう，可能なものから早急に実施」
（注１）

（農林水産省，以下｢農水省｣と略記）するこ

ととされている。これらは外食･中食事業

者等業務用実需者の主食用米仕入にも何ら

かの影響を及ぼすものと想定される。

また，これを受け，｢販売を起点とした

JAグループ米事業の改革｣が第23回JA全国

大会で決議され，｢需要に応じた業務用や

加工用の生産，炊飯事業等消費者接近型事

業の強化を図る｣こととされた。

そこで，本稿では主食用米の業務用実需

者に焦点を当て，その需要動向について検

討･整理してみることとしたい。

（注１）農林水産省総合食料局ホームページ（03年
２月３日）「米政策の改革に関するQ＆A」
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（１） 米の需要量とその推移

農水省の推計に
（注２）

よれば，今から10年前の

1993年の主食用米の国内需要量は1,026万

トンで，そのうち外食の米の使用量は176

万トン（17.2％）であった。

その後，主食用米の需要量は傾向的に減

少し，02年には886万トンまで減少した

（年率平均△1.6％）。一方，外食の米の使用

量は逆に傾向的に増加し，02年では253万

トン（年率平均＋4.1％）と，主食用米の需

要量の28.6％を占めるに至った（第１図）。

なお，ここでいう外食需要には前述の中食

産業の需要を含んでいる。

（注２）農林水産省（2003.11）｢米穀の需給及び価
格の安定に関する基本指針｣第１動向編。

（２） 米需要の減少と食の外部化の進展

それでは，なぜ上記のような需要量の変

化が起きたのだろうか。

主食用米需要の減少要因は，少子高齢化

の進展，単独･二人世帯，孤食･欠食の増加，

女性の社会進出の進展，経済成長に伴う生

活水準の向上と整理されている（
（注３）

農水省）。

そしてまた，外食の米需要の増加要因も

これら主食用米需要の減少要因とオーバー

ラップする。つまりは，主食用米需要の減

少をもたらす社会構造等の変化が，同時に

また外食･中食産業の発展を後押しして，

外食の米需要を増加させていることにな

る。

したがって，前記（1）の主食用米の需要

量変化の諸傾向は，今後も継続するものと

予想される。

なお，｢外食･中食産業の市場規模｣が，

それに｢国民経済計算における家計の食料

支出（内食）｣を加えた合計額に占める割

合は，｢食の外部化率｣
（注４）

（（財）外食産業総合

調査研究センター，以下｢外食総研｣と略記）

と呼ばれている。

同様に，｢狭義の外食産業市場規模｣が，

｢家計の食料支出（内食）｣と｢外食･中食市

場規模｣の合計額に占める割合は｢外食率｣

と呼ばれ，それぞれ上昇傾向にあり，01年

で外食率は37.1％，食の外部化率は44.1％

となっている（第２図）。

（注３）（注２）に同じ。
（注４）（財）外食産業総合調査研究センターホー
ムページ。
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資料　農林水産省（２００３．１１）「米穀の需給及び価格の安定
に関する基本指針」第１動向編�

（注）　主食用米の需要量は米穀年度,外食米の使用量は歴
年度。�
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（１） 市場規模全体

ところで，実額としての外食産業の市場

規模はいかほどのものであろうか。

外食総研の推計によれば，外食･中食産

業の市場規模は，02年で30兆７千億円強，

うち狭義の外食産業が25兆５千億円強，中

食産業（料理品小売業）が５兆１千億円強

となっている（第３図）。

なお，これは，01年度の国内最終消費支

出（含む政府）374兆円強の8.2％を占めて

いる。

狭義の外食産業のなかで，業態として一

番市場規模が大きいのは食堂･レストラン

の８兆９千億円弱，二番目が宿泊施設の営

業給食３兆６千億円強となっている。

中食産業は，「料理品小売業」が産業分

類の最小単位であることから，内訳区分は

把握できない。業態としては，持ち帰り弁

当，惣菜等の調理済み食品の販売業という

ことになるが，コンビニエンス･ストアも

３分の１程度含まれている。一方で，ここ
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資料　第２図に同じ�
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にはスーパー，百貨店が直接販売している

惣菜類（料理品）の市場規模（販売額）は

含まれていない（産業分類の関係による）。

さらに，この内側に，冷凍食品，レトル

ト食品，インスタント食品等の調理済み加

工食品が位置することとなる。

ここで，内食，中食，外食，調理済み加

工食品の位置関係を図示しておこう（第４

図）。

（２） 食材･米の市場規模

それでは，業務用実需者としての外食産

業の食材仕入，特に米仕入の市場規模はい

かほどか。

（社）日本フードサービス協会（以下，

｢JF｣と略記）が02年３月に行った｢外食産

業食材仕入実態調査｣
（注５）

によれば，狭義の外

食産業の米仕入量推計値は225万トン，中

食を含む広義の外食産業全体では266万ト

ンと，前記１（1）の農水省推計値253万ト

ンと近似している。

また，同調査によれば，回答外食企業全

体の売上高食材費率は34.4％（加重平均），

うち米･米加工品の仕入高割合は11.3％（売

上高対米仕入高比率は3 .9％（＝34 .4％×

11.3％））である（第１表）。

ここから外食産業（狭義）の米仕入高を

推計すると，前記（1）の狭義の外食産業の

市場規模（売上高）25兆5,749億円に売上高

対米仕入高比率3.9％を掛けて9,974億円と

なる。

ちなみに，この市場規模9,974億円を前

述の狭義の外食産業の米仕入量推計値225

万トンで除すると，10kg当たり4,433円と

なり，小売価格の水準まで高くなってしま

うが，これは狭義の外食産業市場規模に占

める｢食堂･レストラン｣の割合（34.7％）よ

りもJF調査回答企業の当該割合（社数ベー

スで78.1％）が大きく，前述の売上高対米

仕入高比率が高めに算出されていることに

よるものと推定される。

中食産業の米仕入高はどうだろうか。

（社）日本惣菜協会（以下｢惣菜協｣と略記）

が会員企業を対象に実施した調査報告書

『惣菜産業の経営動向』
（注６）

（02年３月）によれ

ば，惣菜製造業の惣菜部門の売上高原材料

費率（加重平均）は41.2％で，うち米の仕

入高割合は17.0％（売上高対米仕入高比率は

7.0％（＝41.2％×17.0％））である（第２表）。

ここから中食産業の米仕入高を推計する

と，極めて粗く前記（1）の中食産業の市場

規模（売上高）５兆1,681億円に，惣菜製造
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業の売上高対米仕入高比率7.0％を掛けて

3,618億円となる。

粗いことに変わりはないが，

料理品小売業の売上原価率を

49.6％（TKC経営指標による限界利

益率は50.4％
（注７）

）と置き，全商品を

仕入調達しているとすると，中食

産業の米仕入高は1,794億円（＝

51,681億円×49.6％×7.0％）とな

る。

このような推計から，中食産

業全体ではおよそ2,000～3,000億

円程度の米の仕入購入市場がある

ものと考えられる。

また，外食･中食の内側に位置

する加工食品について言えば，主

食用米の場合は｢加工米飯｣という

ことになる。加工米飯の生産量は，

02年では24万８千トンで，うち半

数を超える14万６千トン（59.0％）が冷凍

米飯，６万６千トン（26.8％）が無菌包装

米飯となっており，趨勢としては冷凍米飯

が減少し，無菌包装米飯が増加する態勢

にある
（注８）

（農水省）。

さらに，納品形態からみると，炊飯米の

増加にも注目しておく必要がある。（社）

日本炊飯協会によれば，02年の炊飯米に使

用された米（精米）は13万８千トンにのぼ

っており，炊飯米市場規模は990億円とな

っている。これは，外食･中食事業者等が

効率化等のために，既に炊飯された形での

米の納品を求めていることに対応するもの

である。

炊飯米の出荷先は，食品販売店57.6％，

飲食店18.5％となっている（同協会）。
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  第2表　惣菜製造業の米仕入割合 
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ここで，米の業務用流通チャネルについ

て図示しておこう（第５図）。

（注５）（社）日本フードサービス協会による会員
企業を対象としたアンケートとヒアリングによ
る調査で，アンケート発送企業数383社，回答企
業数114社（回収率29.8％）。

（注６）（社）日本惣菜協会による会員製造企業を
規模，業種，業態別に抽出したアンケート調査
で，有効回答企業数は40社。

（注７）｢TKC経営指標｣速報版（03年３月決算～
03年５月決算），TKCホームページ。

（注８）農林水産省総合食料局ホームページ（03年
８月12日プレスリリース資料）。

（１） 狭義の外食産業

次に，主食用米の業務用実需者である外

食産業の経営動向を見ておこう。経営動向

は，当然ながらその購買仕入行動･指向性

に影響を与えるからである。

JFによる｢外食産業経営動向調査（94～

02年，年間データ）｣
（注９）

の｢既存店ベース｣の売

上金額，利用客数，客単価の前年比率推移

（第６図）をみると，98年以降，客単価の

前年比率が100％を割り込み，かつ低下基

調にあるのが分かる。

売上高のもう一方の構成要素である，利

用客数の前年比率も01年を除いて100％を

割り込み，一進一退となっている。

このため，客単価と利用客数の積である

売上金額の前年比率も，同様に100％を割

り込んで低迷している。

一方，新規店を含む｢全店ベース｣の売上

金額，利用客数，店舗数の前年比率推移

（第７図）をみると，店舗数の増加率が３

～４％程度で安定しており，これに連動し

て利用客数の増加率も，ほぼ同様の傾向を

示している。しかしながら，客単価の低迷

により，売上金額の増加率は２～３％程度

にとどまっている。

こうしたなかで，外食産業の経営施策と

しては，いかに客単価の低下基調を改善し

つつ客数を増やし，既存店ベースの売上高
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３　外食産業の経営動向
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を確保しながら，有効なコストダウンを行

うかが重要となる。

同じJFによる『外食産業経営動向調査
（注10）

報告書』（02年12月）によれば，｢物流･仕入

方策｣（複数回答）の１位は｢物流の合理化･

コスト削減｣（66.7％）だが，２位｢従来の

食材仕入ルートの見直し｣（28.5％），４位

｢輸入食材仕入ルートの開発｣（22.8％），５

位｢契約栽培による食材の安定的仕入｣

（17.9％）と仕入に関する方策が多く見られ

る（第３表）。

この調査からは，｢メニュー価格｣につい

ては据え置き，または引き下げる一方で，

収益力向上（経費率低下）の一施策として

仕入先の見直し等を行う外食企業の姿が浮

き出てくる（第４表）。

（注９）（社）日本フードサービス協会ホームペー
ジ（外食産業データ）。

（注10）（社）日本フードサービス協会による会員
企業を対象としたアンケート調査で，アンケー
ト発送企業数383社，回答企業数123社（回収率
32.1％）。

（２） 中食産業

中食産業の経営動向はどうだろうか。前

掲の惣菜協の『惣菜産業の経営動向』によ

れば，調査対象企業の惣菜部門を含む全売

上高増減率の推移は，99年度で前年比

1.8％増，00年度0.8％増，01年度（見込）

2.3％増と，低位ながら増加基調にある。

しかしながら，惣菜部門売上高は，99年

度0.8％増，00年度0.8％増，01年度（見込）

1.8％増と横ばい基調にあり，｢米飯型｣企

業（｢米飯｣カテゴリー商品の売上高が50％以

上の企業）では，同様に，1.9％増，0.8％減，

1.8％増と低位で，かつ一進一退となって

いる。

さらに，惣菜部門の00年度の営業利益率

をみると，調査対象企業の16.0％がマイナ

ス値（赤字）にあり，48.0％の企業が３％

未満と，厳しい内容となっている。

次に，料理品小売業中の最大の業態･チ

ャネルと思われるコンビニエンス･ストア

の売上高の動向を経済産業省の商業販売統

計で見てみよう。商品販売額の前年度比増

減率は，全店ベースでは00年度4.0％，01

年度1.8％，02年度1.8％と比較的堅調に推

移しているが，既存店ベースでは同年度に，

1.7％減，1.9％減，2.2％減と減収基調にある。

コンビニエンス･ストアも，大手の株式

公開フランチャイザーの業績は堅調でも，
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加盟店（フランチャイジー）ベースでは厳

しい経営状況にあることが分かる。

（３） 外食産業の収益構造

ここで，やや前後するかもしれないが，

外食産業の収益構造を確認しておこう。

前掲のJFによる食材仕入実態調査報告

書と経営動向調査報告書を使って，売上高

を100とする指数により，狭義の外食企業

の収益構造を推計してみると，第５表のと

おりとなる。

食材費は費目として最大の34.4（指数，

以下同じ）で，うち米･米加工品費は3.9，

売上総利益は57.0あり，うち27.3が店舗運

営人員を中心とする人件費に，13.1が店舗

を中心とする設備費に費やされる。

販管費の合計は51.6で売上総利益との差

5.4が営業利益となる。

狭義の外食産業のコスト面からみると，

米の仕入は売上高対比で3.9％と，単一品

目としては巨大な品目となる。

中食産業についての経営指標を前掲の惣

菜協の『惣菜産業の経営動向』で同様に指

数化してみると，第６表のとおりとなる。

原材料費は41.2で，うち米は17.0，製造･仕

入原価は全体で70.4，売上総利益は差引き

29.6で，販管費27.5との差2.1が営業利益と

なる。

したがって，当然のことながら米仕入に

かかるコスト面での重要性は，狭義の外食

企業よりも一層高く，経営の根幹に触れる

までのものとなる。

（１） 米の仕入先

食糧庁が03年５月に実施した｢外食事業

者に対するアンケート調査｣によると，外

食事業者が米を仕入れる際の仕入先は，

｢卸売業者｣（51.9％）が過半を占め，次い
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４　外食産業の米の仕入動向
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で｢小売業者｣（31.0％）と農協系統外の流

通業者からの仕入が82.9％と大宗を占めて

おり，｢産地経済連｣（5.2％），｢産地農協｣

（7.8％）と農協系統は合計で13.0％にとどま

っている（第８図）。

この調査は，｢弁当･仕出屋｣等の中食事

業者を含むもので，大型外食事業者（米の

年間購入量が120精米トン以上の業者または米

飯類の販売量がそれに相当する業者）を対象

にしており，標本（業者）数は462となっ

ている。

狭義の外食産業を対象にした前掲JF食

材仕入実態調査でも，仕入先は｢米穀卸｣

（69.9％）が１位で，３位の｢小売店｣（5.4％）

とあわせて75.3％を占め，２位の｢経済連･

農協｣（13.1％）を引き離して，米穀卸から

仕入れる企業の割合が圧倒的に高くなって

いる。

もっとも，米専門小売業者は，仕入れる

側からみると卸売業者との区別がつきにく

いものとも考えられ，両調査結果をあわせ

て｢農協系統外の専門流通業者からの仕入

が大宗（75～83％）を占めている｣と読み取

るべきものと思われる。

中食産業について，前掲の惣菜協の『惣

菜産業の経営動向』でみると，同様に仕入

先は｢米穀卸｣（78.6％）が１位で，２位が

｢メーカー｣（21.4％），３位に｢米小売｣｢生

産地｣｢海外調達｣（各7.1％）が並んでいる

（複数回答）。

それでは，なぜ米穀卸等からの仕入が多

いのだろうか。一般的には，その専門性に

よるということであろうし，JFの食材仕入

実態調査によれば，後記（2）の第７表の回

答のとおり，価格面以外での米仕入先の選

定理由は，①品質とその安定，②配送のき

め細かさ，③永年の取引歴等となってい

る。

しかしながら，実態上は配送･物流機能

の提供力如何が重要性を持っているものと

も考えられる。各地にある配送希望先店舗

等に少量多頻度配送を行えるのは，米穀卸

売業の主要機能だからである。筆者の大手

外食企業へのヒアリングでも，この点を重

視する声があった。なお，精米仕入の中食

企業で最も厳しい条件は，納品は精米日の

うちの，中食企業側が自社商品生産可能な

時刻までに行う必要があり，中食企業の工

場サイロの回転は基本的に１日１回転とい

うことになる。また，中食企業のなかで，

｢炊飯米としての納品｣を希望し，炊飯設備

があることを条件とするところがあった。

なお，これらの仕入米が，現行米流通制

度下で｢計画流通米｣なのか，いわゆる計画

農林金融2004・2
29 - 81

資料　食糧庁『外食事業者に対するアンケート調査結果
概要』（２００３年５月実施）�

第8図　外食事業者の米仕入先�

その他�
（４．１）�

卸売業者�
（５１．９％）�

産地経済連�
（５．２）�

産地農協�
（７．８）�

小売業者�
（３１．０）�



外流通米なのかは，区分把握できない。

ちなみに，現行食糧法下の米の流通チャ

ネルを示しておこう（第９図）。

筆者の大手外食企業へのヒアリングで

は，｢数量確保のためにも全農･経

済連は外せない｣とする理由等で

農協系統仕入を重視する企業が多

い一方，｢全量米穀卸売業者から

仕入れている｣とする企業もあっ

た。

ただし，いずれの企業にも共

通するのは｢農協が集荷した自主

流通米を仕入れる｣との強い意識

がないことである。品質に対する

評価を前提にしつつも，全農･経

済連の仕入チャネルとしての重要

性が農協系統からの米仕入の大き

な要素となっている。

（２） 米仕入の際の判断基準

前掲食糧庁調査で，｢米を仕入

れる際に重要視する点について質

問｣した回答は，第10図のとおりで，

一番重要とする基準は｢品質･食味

が良いこと｣（50.2％）がトップで，

二番目に重要とする基準は｢品質･

食味が安定していること｣（37.0％），

三番目に重要とする基準は｢価格が

安いこと｣（31.6％）がそれぞれト

ップとなっており，極めて当然の

ことながら，外食事業者は，①品

質･食味がよく，②それが安定して

いて，③価格が安いものを欲して

いるといえる。

JFの食材仕入実態調査においても，価

格面以外での｢米仕入先の選定理由｣は｢品

質及び品質管理が安定｣（82.1％）がトップ
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資料　第８図に同じ�
（注）　％は各回答の構成比。�

特定の産地・品種�

炊き上がったご飯の量が多いこと�

品質・食味がよいこと�
食味計の測定値が一定以上で�
あること�

トレーサビリティが確立されて�
いること�

品質・食味が安定していること�

価格が安いこと�

有機・無農薬等のこだわり�

安全性�

その他�

０� １０�２０�３０�４０�５０�６０（％）

第10図　外食事業者「米仕入の際の判断基準」�

３位�

１位�

２位�

 出典　冬木勝仁（２００３）『グローバリゼーション下のコメ・ビジネス』日本経
済評論社,６０頁�

（注）１　生産者から農協等への販売委託。             �
２　農協系統組織や生産者等から中間流通業者への販売,最も主要な
ものは農協系統組織と卸売業者の取引。             �
３　中間流通業者から最終販売業者への販売,最も主要なものは卸売
業者と量販店,外食産業等との取引であるが,最近では農協系統組織
や生産者等からの販売も増えている。また,食材卸売業者等は外食産
業等との取引が主要である。             �
４　最終販売業者から消費者への販売,コメは量販店からの購入が主要
だが,外食産業等からの米飯での購入も増えている。また,生産者等
からの購入も多い。             �
５　実線で囲んだ部分はそれぞれの経済主体がどの流通段階まで進出
しているかを示している。例えば,農協系統組織は集荷段階だけでな
く,中間流通（卸売段階）まで担っていることを示している。　　　　             
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（複数回答）となっており，両調査を総合し

ても，｢品質とその安定｣が最重要テーマで

あることが分かる（第７表）。

なお，筆者の大手外食企業へのヒアリン

グでは，仕入米を決める入口基準は産地・

品種であり，その次に食味･食感とする企

業が多かった。自社販売商品に産地･品種

を謳う企業の場合には，その商品に関して

は当然のことながら産地･品種がトップに

来ることとなる。しかし一方で納入業者の

技術力等を評価し，あわせてブレンド米を

使用する企業も多いことが分かった。

また，今後の方向として，①検査米であ

ること（必須条件）は当然として，②トレ

ーサビリティの確保された米を希望する企

業が多く，かつそれを低コストで実現した

いとする声があった。ここには，生産者と

の紐帯が強い農協系統に潜在的優位性があ

るものと考えられる。

さらに，水資源の効率化等を理由とした

無洗米に対するニーズが強かった。

（３） 米の仕入内容

食糧庁調査によれば，調査対象外食事業

者のうち，｢産地･品種の指定をしている｣

ものが56.5％，｢していない｣ものが残りの

43.5％となっている。

また，「指定している」ものの指定内容

（複数回答）は，｢県単位｣（73.2％）が大宗

を占め，次いで｢農協単位｣（13.8％），｢市

町村単位｣（11.9％），｢その他｣（4.2％）と

なっている。

具体的な仕入内容を回答した業者は404

業者（調査回答事業者の87.4％）で，うち，

｢単品で仕入｣れている業者は290業者（回

答業者の71.8％），｢ブレンドで仕入｣れてい

る業者は51.0％となっている（複数回答）。

単品で仕入れている事業者について，そ

の品種と，その主な産地を聞いた回答は第

８表のとおりで，｢コシヒカリ｣が約半数の

157業者（47.6％），次いで｢ひとめぼれ｣

（46業者，13.9％），｢あきたこまち｣（44業者，
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第7表　外食企業「価格外の米仕入先の選定理由」
（複数回答）�

８２．１　�

３４．９　�

３２．１　�

２７．４　�

２６．４　�

２４．５　�

９．４　�

６．６　�

５．７　�

４．７　�

０．９　�

�

品質及び品質管理が安定 �

配送・納品がきめ細かい �

永年の取引で信頼できる �

技術力に優れ、高品質 �

大量注文に応じられる �

柔軟な供給 �

情報提供力が優れている �

提携先等のつながり �

無洗米だから �

その他 �

不明 �

 

第8表　外食事業者「米単品の仕入内容」�

（単位　アイテム）

資料　食糧庁『外食事業者に対するアンケート調査結果概
要』（２００３年５月実施）�

新潟県（２４）,富山県（１８）,�
栃木県（１５）,福井県（１４）    コシヒカリ�

主な産地�

（１５７）�

　合計� （３３０）�
�

山形県（１８）    はえぬき� （１８）�

岩手県（１５）,宮城県（１５）,�
福島県（５）    ひとめぼれ�（４６）�

大分県（１１）,熊本県（８）,�
佐賀県（５）    �
�

ヒノヒカリ�
�

（４４）�
�
和歌山県（７）,滋賀県（５）,�
兵庫県（３）    �
�

キヌヒカリ�
�
�

（２１）�
�

秋田県（３３）,岡山県（４）  あきたこまち�

�

（４４）�

�



13.3％），｢ヒノヒカリ｣（同）が，ほぼ同

数･同率で続く。この順序は，水稲の全国

品種別収穫量の順位とほぼ一致している。

このうち，｢あきたこまち｣は秋田県産の

ものを仕入れる業者が，44業者中33業者を

占めた（その他の品種は，｢はえぬき｣を除い

て各県産に分散している）。

２品種のブレンド米で仕入れていると回

答したのは171業者で，回答の234アイテム

（複数回答）のうち約半数（121アイテム）が

｢コシヒカリ｣を使用した商品となってい

る。

３品種のブレンド米で仕入れていると回

答したのは56業者で，回答の71アイテム中

多くの（23アイテム）商品が｢コシヒカリ｣

を使用している。

４品種のブレンド米を仕入れているとし

た業者の商品（アイテム）は３つのみであ

り，うち２つはコシヒカリを25～50％含む

ものとなっている。

これらを要約すると，調査対象外食事業

者のうち｢産地･品種｣を指定して仕入れて

いるのは約半数強で，また７割強の業者が

｢単品仕入｣を行い，｢２品種以上の複数ブ

レンド仕入｣を含めて主力品種は｢コシヒカ

リ｣となっているといえる。

なお，｢この１年間に米の仕入内容を変

えたか｣との質問に対しては，67.1％の事

業者が変えていないと回答しており，前記

（2）の品質･食味の安定志向が反映してい

るものと判断される。

一方で，19.9％の事業者が｢ブレンド内

容を変えた｣とし，9.3％の事業者が｢単品

の産地･品種を変えた｣としており，あわせ

て３割弱の事業者が１年間という短期間の

なかで仕入内容を変えていることが注目さ

れる。

なお，JFの食材仕入実態調査において

は，｢米へのこだわり｣としての回答率のト

ップは｢食味が良ければ産地は問わない｣

（58.5％，複数回答）となっており，両調査

は，同一の傾向を示しているといえる（第

９表）。

筆者の大手外食企業へのヒアリングで

は，ブレンド米を仕入れる企業が半数あっ

た。また，仕入米の形態は，外食企業（フ

ァミリーレストラン）では玄米，精米が１

社ずつ，中食企業（中食ベンダー）では精

米（２社），同（加工米飯メーカー）では玄

米（２社）との回答だった。

（４） 米のアピール状況

このことと表裏を成す関係になるが，食

糧庁の調査において，外食事業者に｢使用

している米のアピール状況｣を質問したと

ころ，全体の３割強で｢アピールしている｣
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５８．５　�

３５．８　�

３４．０　�

２３．６　�

２２．６　�

１１．３　�

２．８　�

０．９　�

�

食味が良ければ産地は問わない �

品種・銘柄別の研究 �

メニューに最もあった米を追求 �

メニュー・用途別での使い分け �

精米から炊飯までの時間短縮 �

精米歩留まりや白度 �

その他 �

不明 �

 



との回答結果となっ

た。

また，そのアピー

ル内容は，｢特定の

産地品種｣（61.1％，

複数回答）で，調査

対象事業者全体の約

２割程度において

｢特定の産地品種｣の

ご飯･ライスが「売

り出され」ているも

のと考えられる。

次いで，｢地元産

米の使用を明示 ｣

（20.1％）があり，あ

わせて81.2％（調査

対象事業者全体の

25％程度）で｢産地

のアピール｣が行われている。

逆にいえば，調査対象事業者全体の75％

程度では，自社･店の顧客に対して｢産地の

アピール｣を行っていないことに留意する

必要がある。

なお，筆者の大手外食企業へのヒアリン

グでは，仕入米は慣行栽培の一般米が主体

で，有機，減農薬米等は，その旨謳った商

品分について仕入れるとのことだった。

（５） 米の価格

前掲の食糧庁調査によると，米の仕入単

価（精米１ｋg当たり）は，仕入業態，産地

品種別に266円から585円まで大変幅のある

ものとなっている（第10表）。

次いで，この｢米仕入単価を昨年同時期

と比べ変えたか｣との質問に対しては，全

体の９割弱の事業者が据え置き（６割弱）

または引下げ（３割強）と回答している。

据え置きのうち，全体の15.8％に当たる

事業者は｢品質･食味を良くし｣たうえでの

ことであり，42.0％の事業者は｢品質･食味

を変えず｣に据え置いている。さらに，
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品質・食味を良くし,仕入単価を上げた�

品質・食味を良くし,仕入単価を据え置いた�

品質・食味を変えず,仕入単価を下げた�

品質・食味を変えず,仕入単価も据え置いた�
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第11表　外食事業者「米仕入単価動向」�

６．５　

１５．８　

３１．８　

４２．０　

３．９　

（単位　円/精米１kg）

３４６程度�
-�

３５０～３９０�
-�

３３５～４３０�

-�
-�

-�
-�

３１５～３６０�

３１３～４００�

-�
-�

３０７～３８４�
２６６～４００�
３５０～４００�

岩手�
宮城�
秋田�
山形�
福島�

茨城�
栃木�

新潟�
富山�
福井�

和歌山�

鳥取�
島根�

熊本�
大分�
鹿児島�

ひとめぼれ�
ひとめぼれ�
あきたこまち�
はえぬき�
コシヒカリ�

コシヒカリ�
コシヒカリ�

コシヒカリ�
コシヒカリ�
コシヒカリ�

キヌヒカリ�

コシヒカリ�
コシヒカリ�

ヒノヒカリ�
ヒノヒカリ�
ヒノヒカリ�

出典　本文（注２）に同じ。      �
資料　食糧庁「外食事業者に対する仕入動向等アンケート調査」（２００３年５月実施）      �
（注）１　外食事業者４６２業者を対象とするアンケート調査である。      �

２　外食事業者の仕入価格は,２００３年４月精米１kg当たり聞き取り価格（消費税込み）である。
３　小売価格は,食糧庁「米麦等の取引動向調査」における２００２年産精米の０３年４月全国平
均価格（包装・消費税込み）を１kg換算したものである。      �
４　小売価格の山形はえぬきについては,山形はえぬき（内陸）の価格である。      �
５　小売価格の福島コシヒカリについては,福島コシヒカリ（中通り）の価格である。      �
６　小売価格の新潟コシヒカリについては,新潟コシヒカリ（一般）の価格である。      

レストラン・�
食堂�

３３６～４１５�
３０４～３９２�
２９７～３８２�
２９９～３３７�

-�

３３０～３３６�
３０７～３６０�

３５０～５８５�
３３４～３７８�
３１５～４５６�

２９４～４１１�

３２０～３７５�
２８０～４２０�

-�
-�
-

４７０�
４５１�
４５９�
４６６�
５０５�

４４１�
４４５�

５４４�
４８６�
４６０�

４１８�

４５５�
４６４�

４６４�
４２５�
４１２�

△１３４～△５５�
△１４７～△５９�
△１６２～△６９�
△１６７～△１２９�
△１７０～△７５�

△１１１～△１０５�
△１３８～△８５�

△１９４～４１�
△１５２～△１０８�
△１４５～△４�

△１２４～△７�

△１３５～△８０�
△１８４～△４４�

△１５７～△８０�
△１５９～△２５�
  △６２～△１２�

△２９～△１２�
△３３～△１３�
△３５～△３�
△３６～△２８�
△３４～△１５�

△２５～△２４�
△３１～△１９�

△３６～８�
△３１～△２２�
△３２～△１�

△３０～△２�

△３０～△１８�
△４０～△９�

△３４～△１７�
△３７～△６�
△１５～△３�

弁当・�
仕出屋�

［参考値］�
小売価格�
①�

小売価格との差�
②�

②/①×１００�
（％）�

第10表　外食事業者が購入する産地品種銘柄・価格帯�



31.8％の事業者は｢品質･食味を変えず｣に

仕入単価を下げており，価格競争の厳しさ，

価格低下圧力の強さが窺える（第11表）。

（６） 米の仕入量

同調査が，｢昨年同時期と比べた，米の

仕入数量の変化｣を質問したところ，調査

対象事業者全体の４割弱の事業者が｢減少

している｣と回答し，その内訳は，｢お客の

減少｣（50.2％），｢販売量の減少｣（39.9％），

｢店舗数の減少｣（9.8％，複数回答）等とな

っている。

一方，全体の２割強の事業者が｢増加し

ている｣と回答し，その内訳は，｢お客の増

加｣｢販売量の増加｣｢店舗数の増加｣がそれ

ぞれ約３分の１ずつとなっている。

残りの４割弱の事業者が｢変わらない｣と

回答しているので，全体の８割弱が現状維

持か減少にとどまっており，前述１の外食

産業全体のマクロ的傾向と比し，同一経営

体の中の経営環境は厳しいものと推察され

る。

筆者の大手外食企業へのヒアリングで

も，製造･販売品目にもよるが，概して｢微

増｣とする企業が多かった。

（７） 米仕入の契約頻度（期間）

食糧庁調査によると，調査対象外食事業

者の米仕入にかかる契約の頻度（期間）は，

｢事前一括契約｣（65.2％）が過半で，次い

で｢仕入の都度の契約｣（19.5％），｢１ヶ月

ごとの契約｣（5.2％），「３ヵ月ごとの契約」

（2.2％），｢６ヶ月ごとの契約｣（2.8％）とな

っている。

これらの回答からは，安定的契約関係が

志向されているものと読み取れる。

なお，筆者の大手外食企業へのヒアリン

グでは，｢年間一括契約｣とする１社を除い

て，６ヶ月先程度まで商談（口約束）する

企業がある一方，価格は毎月個別契約とす

る企業があった。そして，その契約は見積

書等に化体すると考えられる企業が多く，

購買に関する基本的な契約書のほかに，数

量，価格に関する正式な個別契約書はない

とのことだった。

いずれにせよ，｢年間一括契約｣とする１

社を除いて｢事前一括契約｣のイメージは薄

く，これは大手企業においては仕入数量の

多さから買い手側が優位となり，数量や安

定価格確保等について，仕入先に対して長

期的に契約書で履行を求めるニーズが低い

ためとも考えられる。

（８） 外国産米の取扱い

今から既に６年前となってしまうが，農

業総合研究所が97年10月に実施した｢業務

用米の需要と流通｣調査によれば，①現在

の外国産米仕入（最近１年間）については，

ほとんどの者が｢仕入れなかった｣（91.2％）

としている反面，｢単品で仕入れた｣（3.0％），

｢国産米とのブレンドで仕入れた｣（1.7％）

とする者もおり，ガット･ウルグアイラウ

ンドで門戸を開いたミニマム･アクセス米

（以下MA米と略記）制度等を通じて，外食

産業での仕入れが実際に行われていること

が分かる。
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さらに，精米仕入月千トン以上の回答者

７のうち２者が外国産米を｢単品で仕入れ

た｣，１者が｢国産米とのブレンドで仕入れ

た｣としており，比較的経営規模の大きな

外食事業者７者においてはあわせて３者が

何らかの形で外国産米を仕入れた実績を持

っているということになる。

次いで，②今後の外国産米仕入（国産米

とのブレンド仕入を含む）について複数店

舗の本社･本部（＝外食チェーン本部）につ

いて質問したところ，回答者全体の４分の

１弱が｢価格と品質によっては仕入れたい｣

（22.8％）とし，｢品質がニーズにあえば仕

入れたい｣（16.9％），｢価格が安ければ仕入

れたい｣（1.5％）と，あわせて４割強で外

国産米の仕入に関心を示している。

さらに，このうち，年間売上高200億円

以上の外食チェーン13者では，７者が｢品

質がニーズに合えば仕入れたい｣とし，１

者が｢価格と品質によっては仕入れたい｣と

しており，あわせて８者が外国産米の仕入

れに関心を示している。

なお，この調査は，弁当等製造会社の中

食産業を含む2,461店舗･企業をサンプリン

グ調査したもので，有効回答数は634店舗･

企業（回収率25.8％）となっている。

外国産米は，95年度から02年度にMA米

として525万トン（玄米，以下同じ）が輸入

され，うちSBS輸入66万トンの中の50万ト

ンが主食用に用いられた。また，99年４月

から米の国境措置を関税措置に置き換えた

後，MA米枠（76.7万トン）外のいわゆる枠

外税率を払って輸入された米は594実トン

あり，用途には外食産業が含まれているも

のと開示されている（
（注11）

農水省）。

新聞報道に
（注12）

よれば，中国･黒龍江省には

山手線の内側の３分の２に当たる6,700ha

の短粒種（ジャポニカ米）の水田があり，

日本の大手商社と中国企業との合弁精米公

司があって，精米量の半分に当たる１万ト

ンを日本の外食産業や給食業者向けに輸出

しているという。また，当該商社員は｢輸

入枠や関税がなければ，日本産と同じ品質

の業務用米を半額以下で売れる｣と言って

いるとのことである。

筆者の大手外食企業へのヒアリングで

は，｢現在は仕入れておらず，今のところ

全く考えていない｣との回答だった。理由

は，①品質の信頼性が低い（玄米ではより

一層），②残留農薬問題がある，③消費者

の国産米志向が強い等が挙げられた。

今後，これらの問題点が解消され，他社，

他業界で使用の広がりがあれば検討すると

のスタンスが多かったが，｢使うとしても

加工用｣との回答もあった。また，オース

トラリア，ニュージーランド米について，

日本との季節の逆転から，新米仕入機会の

増加の点から関心を示す声もあった。

（注11）出典は前掲（注２）に同じ。なお，｢実ト
ン｣とは玄米や精米に換算せず，輸入されたまま
の重量。

（注12）｢円と元｣取材班｢円と元｣,『日本経済新聞』
2003年９月９日。

（９） 農協系統への評価と期待

最後に，筆者の大手外食企業へのヒアリ

ングにおける農協系統への評価と今後の期

待をまとめておこう。
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前述のとおり，共通するのは｢JA農協米

（現行食糧法制下では農協が集荷した自主流通

米）を仕入れている｣とは強く意識されて

いないことである。農協系統は，品質に関

する評価を前提にしつつも，安定数量を確

保するための仕入チャネルとして重要視さ

れ，親密取引先（仕入先）として位置付け

られる傾向が強いといえる。

今後の期待としては，一番に安定的集荷

力の発揮があり，次いで適正表示を含めた

安心･安全の確保，トレーサビリティの確

保が挙げられた。

トレーサビリティについては，産地指定

のあり方として今後個別農協名までが必要

になろうとの声と，トレーサビリティを低

コストで実現してほしいとの声があった。

また，農協系統に限定した期待ではなかっ

たが，｢生産者，種子，農薬，肥料｣までの

トレースが必要との声もあった。

以上，業務用実需者の主食用米の需要動

向を，既往の資料を中心にして，大手外食

企業へのヒアリング結果も交えつつ検討･

整理してみた。

主食用米需要全体が減少傾向にある中

で，外食の米需要は増加傾向にある。しか

し，その仕入動向は多様で，かつ納入側に

とって種々の面で厳しいものとなってい

る。

しかし，検査米やトレーサビリティを望

むニーズは強く，これらに着実に応えてい

くことで外食の米需要をとらえていくこと

は引き続き可能なものと考えられる。

また一方で，外国産米に対するニーズも

品質と価格のバランス等を条件にしながら

も，外食･中食企業のなかで検討課題には

なり得ることが確認された。

本稿の前提には，拡大する新たな米需要

の内容把握ニーズがあった。また，米の制

度改革により，より一層｢売れる米作り｣を

迫られるJAグループの米事業に関して，

そのマーケティングに資する調査たらんと

の思いもあった。本稿が，その目的を果た

したとはとても思えないが，何らかの参考

となれば幸いである。

なお，｢売れる｣には｢販売力のある｣チャ

ネルが必須であり，来るべき米流通制度改

革のなかでは，品質とその安定や価格競争

力を前提にしつつ，集荷力とそれを支える

金融力，さらに中長期的には先物によるヘ

ッジ力等が求められよう。農協系統はその

多くの面で優位性を持っているものと考え

られ，引き続き米流通で中核的役割を発揮

するべく取り組んでいく必要があろう。

おって，本稿の執筆にあたっては，外

食･中食企業の方々に聞き取り調査のご協

力を頂いた（03年９～10月，６社）。厚く御

礼申し上げます。
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